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株　主　各　位
名古屋市西区名駅二丁目3 4番１号
エ コ ー ル プ ラ ザ 名 駅 ビ ル ４ F

株 式 会 社 ブ ラ ス
代表取締役社長 河 合 達 明

第16回定時株主総会招集ご通知

拝　啓
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年10月29日（火曜日）午後
６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2019年10月30日（水曜日）午前11時

２．場 所 名古屋市中村区名駅二丁目37番７号
ブルーレマン名古屋
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第16期（2018年８月１日から2019年７月31日まで）事業報告
及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案

第２号議案

第３号議案

剰余金処分の件

取締役６名選任の件

監査役３名選任の件
以　上

・当日の受付開始時刻は午前10時を予定しております。
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。また、議事資料として本招集ご通知を、
当日会場までご持参くださいますようお願い申しあげます。

・事業報告及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後
の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.brass.ne.jp）に掲載させていただきます。

・株主総会終了後に開催しておりました食事会について、諸般の事情により、本
年も開催いたしませんので、あらかじめご了承ください。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境に改善が持続す

るなか、個人消費の回復を背景に景気は緩やかな回復基調が続きました。

　当社が属するウエディング業界におきましては、少子化の進展・結婚適

齢期人口の減少を背景に、挙式・披露宴件数は緩やかな減少傾向にありま

す。また、業界全般的に施設への集客数が低下しており、受注競争は更に

激化していくことが予想されます。一方で、ハウスウエディングの需要は

底堅く推移し、挙式・披露宴にかける費用は年々増加傾向にあります。

　このような状況のもと、20号店「ブルーグレース大阪」（大阪府大阪市）、

21号店「アーブルオランジュ」（静岡県浜松市）を計画通りオープンする

とともに、既存店の売上も堅調に推移いたしました。また、次なる出店を

見据え積極的な新卒採用を実施し、集客向上及び顧客満足度向上のため既

存店のメンテナンスを充実しました。

　この結果、当事業年度の売上高は10,390,299千円（前期比7.0％増）、営

業利益は558,618千円（前期比19.2％減）、経常利益は582,050千円（前期

比17.9％減）、当期純利益は369,322千円（前期比62.9％増）となりまし

た。

②　設備投資の状況

　当事業年度における設備投資の総額は2,532,005千円であります。その

主なものは、新規店舗開設において、「ブルーグレース大阪」に980,527千

円及び「アーブルオランジュ」に905,434千円の投資を実施いたしました。

③　資金調達の状況

　新規出店などの成長投資に充てることを目的として、銀行借入により、

2,288,443千円の資金を調達いたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 13 期

(2016年7月期)
第 14 期

(2017年7月期)
第 15 期

(2018年7月期)

第 16 期
（当事業年度）
(2019年7月期)

売 上 高(千円) 7,107,401 8,966,816 9,711,990 10,390,299

経 常 利 益(千円) 574,413 792,933 709,336 582,050

当 期 純 利 益(千円) 317,900 495,208 226,681 369,322

１株当たり当期純利益(円） 62円36銭 88円15銭 39円70銭 64円69銭

総 資 産(千円) 7,217,159 8,462,262 9,297,151 10,479,995

純 資 産(千円) 2,560,237 3,153,126 3,322,714 3,623,525

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、2016年１月５日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。また、2016年11月１日付及び2017年１月１日付

でそれぞれ普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま

す。第13期の期首にこれらの株式分割が行われたと仮定し、１株当た

り当期純利益を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

当社の属するウエディング業界は、日本国内の少子高齢化や未婚率の増加

などを背景に、挙式・披露宴件数の減少は避けられない状況であります。し

かしながら、オリジナルな挙式・披露宴志向の高まりによって、ゲストハウ

ス・ウエディングの市場は、広く支持を集めております。こうしたトレンド

を踏まえ、専門式場がゲストハウス・ウエディングへ進出しているほか、受

注競争の激化、少人数挙式の需要増等、業界における企業間の競争はますま

す激しくなると認識しております。

　　このような状況下において、当社がハウスウエディング事業を核に、中長

期的に企業価値を高めていくために、当社は下記の事項を主な課題として取

り組んでいく方針です。
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　①出店について

　　　当社は、東海エリアを中心に21会場を展開しておりますが、競争力の高

いゲストハウスの展開は当社事業の根幹であり、出店条件や地域の特異性

等、当社が対象とする顧客層を考慮した上で、店舗の採算性並びに資金繰

りを検討し、出店候補地を決定しております。今後は建設コストの高騰を

踏まえM&A等の出店戦略の多様化を図りながら、より効率的な店舗展開を進

めていくことが重要な課題と認識しております。

　②人材の確保と育成

　　　当社の主役ともいうべきウエディングプランナーは新卒の採用を主体と

して、育成していく方針です。入社後は定期的な社内研修等を実施するこ

とにより、顧客ニーズに対応できる接客力を向上させておりますが、スタ

ッフ育成には一定の教育期間を要するため、事業展開と人材採用・育成と

のバランスをとりながらサービスの維持・向上に努めてまいります。

　③衛生管理の強化

　　　当社の各会場は、食品衛生法に基づき所轄保健所より営業許可証を取得

し、食品衛生責任者を配置しております。また、衛生管理マニュアルに基

づく衛生・品質管理を徹底するとともに、定期的に店舗監査や外部検査機

関による検査と改善を行っております。今後も法改正等に対応しながら、

更に衛生管理体制を強化してまいります。

　④コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の強化

　　　当社では、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに信頼され、支

持される企業となるため、また、今後も企業の継続的な成長を実現してい

くために、コーポレート・ガバナンスへの積極的な取り組みが不可欠であ

ると考えております。今後においても、管理部門の拡充、内部監査体制の

充実及び監査役、監査法人との連携等を通して、更なる内部管理体制の強

化に取り組んでまいります。

　⑤結婚式クオリティ強化を前提とした内製業務の推進

　　　当社の主な内製業務は、婚礼料理の調理とドレスショップの運営です。

それらの内製事業への経営資源・人的資源の投入により弊社の結婚式クオ

リティは堅持されております。今後は内製範囲を広げ結婚式クオリティを

更に引き上げ、他社との更なる差別化を図ってまいります。
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(5) 主要な事業内容（2019年７月31日現在）

　当社は直営店型ハウスウエディング事業の経営を主な事業としております。

(6) 主要な営業所（2019年７月31日現在）

　　　本社　　愛知県名古屋市西区名駅二丁目34番１号

　　　営業所　ルージュ：ブラン（愛知県一宮市）

　　　　　　　オランジュ：ベール（愛知県日進市）

　　　　　　　ブルー：ブラン（愛知県岡崎市）

　　　　　　　ブルーレマン名古屋（愛知県名古屋市）

　　　　　　　ブラン：ベージュ（愛知県安城市）

　　　　　　　マンダリンポルト（愛知県常滑市）

　　　　　　　ヴェールノアール（岐阜県羽島市）

　　　　　　　ルージュアルダン（愛知県豊橋市）

　　　　　　　アージェントパルム（愛知県豊田市）

　　　　　　　ミエルクローチェ（三重県鈴鹿市）

　　　　　　　ヴェルミヨンバーグ（愛知県名古屋市）

　　　　　　　マンダリンアリュール（静岡県浜松市）

　　　　　　　ラピスアジュール（静岡県静岡市）

　　　　　　　クルヴェット名古屋（愛知県名古屋市）

　　　　　　　ミエルシトロン（三重県四日市市）

　　　　　　　ミエルココン（三重県津市）

　　　　　　　ブランリール大阪（大阪府大阪市）

　　　　　　　ラピスコライユ（静岡県静岡市）

　　　　　　　オリゾンブルー（静岡県沼津市）

　　　　　　　ブルーグレース大阪（大阪府大阪市）

　　　　　　　アーブルオランジュ（静岡県浜松市）

（注）ブルーグレース大阪及びアーブルオランジュは当期に新設した営業所で

あります。
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(7) 使用人の状況（2019年７月31日現在）

使用人数 前期末比増減

406　名 10　名（増）

（注）使用人数には、臨時雇用者は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2019年７月31日現在）

借入先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,000,059千円

株 式 会 社 十 六 銀 行 840,975千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 751,389千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 522,245千円

株 式 会 社 百 五 銀 行 509,510千円

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2019年７月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 18,400,000株

(2) 発行済株式の総数 5,709,300株

(3) 株主数 7,461名

(4) 大株主（上位10名）

株　主　名 持株数 持株比率

河 合 達 明 2,770,000株 48.51％

河 合 智 行 302,000株 5.28％

吉 岡 裕 之 250,000株 4.37％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス

信託銀行株式会社（信託口）
163,700株 2.86％

ブ ラ ス 社 員 持 株 会 114,300株 2.00％

楽 天 証 券 株 式 会 社 55,800株 0.97％

BBH LUX/DAIWA SBI LUX FUNDS

SICAV - DSBI JAPAN EQUITY SMALL

C A P  A B S O L U T E  V A L U E

（常任代理人　株式会社三井住友銀行）

46,200株 0.80％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト

信託銀行株式会社（信託口）
45,900株 0.80％

大 脇 久 嗣 40,000株 0.70％

牧 　 秀 光 40,000株 0.70％

（注）自己株式は所有しておりません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2019年７月31日現在）

地　　位 氏　　名 担　　当

代表取締役社長 河　合　達　明

専 務 取 締 役 河　合　智　行 管理本部長

取　　締　　役 鷲　野　　　真 ウエディング事業本部長

取　　締　　役 酒　井　康　成

取　　締　　役 山　田　元　彦

取　　締　　役 山　田　美　典

常 勤 監 査 役 能　野　基　道

監　　査　　役 岩　村　豊　正

監　　査　　役 大　井　直　樹

（注）１．当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するにあたっての独立性に
関する基準及び方針を定めております。選任にあたっては、当社との
人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係を総合的に勘案し、
社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できているこ
とを個別に判断しております。なお、役員指名の決定プロセスは、メ
ンバーの過半数を独立役員（社外取締役、社外監査役）で構成する指
名諮問委員会において審議し、客観的かつ公正性の確保に努めており
ます。

２．専務取締役河合智行氏は、当社代表取締役社長河合達明氏の弟であり
ます。

３．取締役山田元彦氏及び山田美典氏は、社外取締役であります。
４．監査役能野基道氏、岩村豊正氏及び大井直樹氏は、社外監査役であり

ます。
５．取締役酒井康成氏及び山田美典氏、監査役岩村豊正氏及び大井直樹氏

の４氏は、以下のとおり、財務、会計及び法務に関する相当程度の知
見を有しております。

・取締役酒井康成氏は公認会計士の資格を有しております。
・取締役山田美典氏は公認会計士の資格を有しております。
・監査役岩村豊正氏は公認会計士の資格を有しております。
・監査役大井直樹氏は弁護士の資格を有しております。

６．当社は、社外取締役山田元彦氏及び山田美典氏、社外監査役能野基道
氏、岩村豊正氏及び大井直樹氏を株式会社東京証券取引所及び株式会
社名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所
に届け出ております。

－ 8 －



(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は取締役酒井康成氏、社外取締役山田元彦氏、社外取締役山田美典氏、
社外監査役能野基道氏、社外監査役岩村豊正氏及び社外監査役大井直樹氏と
の間で会社法第427条第1項の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は法令に定める最低限度額としております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等

区分 員数 報酬等の額

取締役（うち社外取締役） 6名（2名） 141百万円（6百万円）

監査役（うち社外監査役） 3名（3名） 12百万円（12百万円）

合計（うち社外役員） 9名（5名） 153百万円（18百万円）

（注）2004年９月20日開催の第１回定時株主総会において取締役の報酬限度額を
年額300百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）、監査
役の報酬限度額を年額50百万円以内と決議いただいております。

(4) 社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係
・社外取締役山田元彦氏は、有限会社ウエディングマルシェの代表取締役

を兼職しております。なお、当社と同社との間に特別の利害関係はあり
ません。

・社外取締役山田美典氏は、公認会計士山田美典事務所所長及び税理士山
田美典事務所所長を兼職しております。なお、当社と各兼職先との間に
特別の利害関係はありません。

・社外監査役岩村豊正氏は、岩村公認会計士事務所代表及び監査法人コス
モス代表社員を兼職しております。なお、当社と各兼職先との間に特別
の利害関係はありません。

・社外監査役大井直樹氏は、若山・大井総合法律事務所の共同代表を兼職
しております。なお、若山弁護士は当社の顧問弁護士であり、当社と同
事務所との間に特別の利害関係はありません。

②　他の法人等の社外役員としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法
人等との関係

・取締役山田美典氏は、株式会社東海理化社外監査役及びトリニティ工業
株式会社社外監査役を兼職しております。なお、当社と各社との間に特
別の利害関係はありません。

・監査役岩村豊正氏は、キャブ株式会社社外監査役、株式会社ブロンコビ
リー社外監査役、株式会社キャブホールディングス社外監査役、ジャパ
ンベストレスキューシステム株式会社社外取締役、株式会社Ｊサプライ
社外監査役及び株式会社ＵＲＳ社外監査役を兼職しております。なお、
当社と各社との間に特別の利害関係はありません。
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③　取締役会及び監査役会への出席状況

区分 氏名

取締役会（14回開催） 監査役会（14回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 山田元彦 14回 100％ ─ ─

取締役 山田美典 14回 100％ ─ ─

監査役 能野基道 14回 100％ 14回 100％

監査役 岩村豊正 14回 100％ 14回 100％

監査役 大井直樹 14回 100％ 14回 100％

④　取締役会及び監査役会における発言状況

・取締役山田元彦氏は、ブライダル業界における経営者としての豊富な経

験と幅広い見識を有していることから、当社の経営やコーポレート・ガ

バナンスの強化に関し、適切な助言・提言をされております。

・取締役山田美典氏は、公認会計士としての専門的な知識と長年の企業監

査において培われた幅広い見識を有しており、経理・財務的見地から、

適切な助言・提言をされております。

・監査役能野基道氏は、2013年６月までトピー工業株式会社の監査役を務

め、上場企業における豊富な業務経験と見識を有していることから、取

締役会の意思決定の適正性・妥当性を確保するための適切な助言・提言

をされております。また、監査役会において、その特性を生かして、適

宜必要な発言を行っております。

・監査役岩村豊正氏は、公認会計士であり、会計税務に関する専門的な知

識を有していることから、取締役会の意思決定の適正性・妥当性を確保

するための適切な助言・提言をされております。また、監査役会におい

て、その特性を生かして、適宜必要な発言を行っております。

・監査役大井直樹氏は、弁護士であり、法律に関する豊富な業務経験と高

度かつ専門的な知識を有していることから、取締役会の意思決定の適正

性・妥当性を確保するための適切な助言・提言をされております。また、

監査役会において、その特性を生かして、適宜必要な発言を行っており

ます。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,650千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

13,650千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

－ 11 －



６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制につい

ての取締役会での決議内容の概要は以下のとおりであります。

①　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

・「取締役会規程」をはじめとする諸規程を整備し、取締役への周知・徹

底を行っております。

・「コンプライアンス管理規程」を制定し、当社及び当社子会社の役員及

び使用人へ継続的な教育・研修を実施し、コンプライアンス遵守の意識

の醸成を行っております。

・「内部通報窓口に関する規程」を制定し、問題の早期発見に努めており

ます。

②　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制

・「文書管理規程」を制定し、取締役会議事録、稟議書、契約書等の職務

に係る重要書類を適切に保管・管理しております。

・取締役及び監査役はこれらの文書を常時閲覧できるものとしております。

・各種法令及び証券取引所の適時開示規則に基づき、会社情報を適時適切

に開示することとしております。

・個人情報の不正な使用・開示・漏洩を防止し、個人情報を適切に取り扱

うため、「個人情報取扱規程」及び「特定個人情報取扱規程」を明示し、

周知徹底を行っております。

③　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「リスク管理規程」を制定し、事業に伴う様々なリスクの把握及び管理

に努めております。

・リスク管理委員会において、当社の事業遂行に伴うリスクの見直しや発

見及び対抗手段の検討等を行うほか、各部門責任者は、所管部門におけ

るリスク管理の遂行及び管理を行っております。

・緊急事態発生の際には、緊急対策本部を設置し、情報の収集・分析、対

応策・再発防止策の検討・実施等を行い、事態の早期解決に努めており

ます。
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④　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制

・取締役会は、定款及び「取締役会規程」に基づいて運営し、毎月１回の

定時開催に加え、必要に応じて臨時に開催しております。

・「職務権限規程」「業務分掌規程」「稟議規程」を制定し、効率的に職

務の遂行を行っております。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

・監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、取締役会での協

議の上、人数及び権限等を決定し、任命することとしております。

・当該使用人の人事評価・異動については、監査役の同意を得るものとし

ております。

⑥　当社及び当社子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するため

の体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、法定事項のみならず、当社及び当社子会社に重大

な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、その他法令に違反する事項

を発見した場合は、速やかに監査役に報告するものとしております。

・監査役は取締役会及びその他の重要な会議に出席し、必要事項の報告を

求めることができるものとしております。

⑦　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

・当社の監査役への報告を行った当社及び当社子会社の役員及び使用人に

対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止

する旨を規程に明記し、当社及び当社子会社の役員及び使用人に周知徹

底しております。

⑧　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

・職務執行について生ずる費用の前払い等の請求があった場合は、当該請

求に係る費用又は債務を適切に処理することを規程に明記しております。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、意思の疎通を図

っております。

・監査役は、内部監査室及び監査法人と定期的に情報交換を行い、意思の

疎通を図っております。

・監査役は、必要に応じて公認会計士・弁護士等の専門家の意見を求める

ことができるものとしております。

⑩　当社及び当社子会社の反社会的勢力への対応

・「反社会的勢力に対する対応マニュアル」を制定し、総務部を対応統括

部署として、反社会的勢力の排除を推進しております。

・平素から外部専門機関と密接な関係を構築しており、反社会的勢力によ

る不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対応する体制を整備しております。

⑪　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・当社は当社子会社にその事業方針、事業計画、営業成績、財務状況、決

算等経営状況、その他重要な事項について当社への定期的な報告を義務

付け、必要に応じて主管部門が確認及び指導しております。

・当社及び当社子会社にとって重要な事項は必要に応じて当社の取締役会

にて決議しております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社及び当社子会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は以下のとおりであります。

①　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

・取締役会規程をはじめとする社内規程を制定し、取締役及び使用人が法

令並びに定款に則って行動するよう徹底しております。当事業年度にお

ける取締役会では、各議案についての審議、業務執行の状況等の監督を

行い、意思決定及び監督の実効性は確保されております。

②　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制

・株主総会や取締役会、経営会議等の議事録及び稟議書、会計帳簿、契約

書等の重要文書については、法令及び社内規程に基づき、主管部署にお

いて適切に保存・管理されております。
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③　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「リスク管理規程」に基づき、平時は各部署においてリスクの発生を未

然に防止する施策を講じるとともに、経営に重大な影響を及ぼすリスク

に対してはリスク管理委員会が的確に対処する体制を敷いております。

④　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制

・取締役会の開催に際して、取締役及び社外監査役が議案内容を十分理解

できるように、議案資料を事前通知しております。また取締役会を毎月

１回の定時開催に加えて、必要に応じて臨時に開催しており、案件の重

要度に応じた迅速かつ効率的な業務執行を図っております。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

・該当事項はありません。

⑥　当社及び当社子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するため

の体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れや事実の発生、信

用を著しく失墜させる事態、法令違反等の不正行為や重大な不当行為な

どについて、社内規程に従って書面もしくはＢＲＡＳＳＬＩＮＥを介し

て監査役に報告をしております。

⑦　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

・監査役へ前号の報告があった場合は、報告をした者に対して不利益にな

らないよう守秘義務を遵守しながら、調査・是正等を行っております。

⑧　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

・当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続

きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理について

は、監査役の請求等に従い円滑に行っております。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・使用人は、監査役による監査業務に協力するとともに、監査役の求める

諸資料、情報について、遅滞なく提供しております。また、社外監査役

を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施

するとともに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部

監査室との間で定期的に情報交換等を行いました。

⑩　当社及び当社子会社の反社会的勢力への対応

・契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、反社会

的勢力の情報を収集する取り組みを継続的に実施しております。

⑪　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・当社は当社子会社から事業方針、事業計画、営業成績、財務状況、決算

等経営状況について適宜報告を受け、重要事項については取締役会にお

いて決議しております。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営目標の一つとして認識して

おり、財政状態・経営成績・事業計画等を勘案した上で、配当性向を当期純

利益の概ね10％を目標として、株主の皆様への利益還元を実施していくこと

を基本方針としております。

　2019年７月期の１株当たりの期末配当金は普通配当12円00銭となる予定で

あります。

─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─　─

（注）本事業報告中の記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示

しております。
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貸　借　対　照　表

（2019年７月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

出 資 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,049,669

796,607

28,640

44,598

52,022

75,355

58,556

△6,111

9,430,325

8,216,601

6,968,251

481,265

317

5,946

320,591

401,608

38,621

78,572

31,755

37,858

8,958

1,135,151

48,443

30

519,721

44,260

520,912

1,783

（負 債 の 部）

流 動 負 債 2,378,097

買 掛 金 345,563

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

1,124,526

未 払 金 338,616

未 払 費 用 86,942

未 払 法 人 税 等 104,700

前 受 金 331,363

そ の 他 46,385

固 定 負 債 4,478,371

長 期 借 入 金 3,862,197

退職給付引当金 76,496

資 産 除 去 債 務 359,676

そ の 他 180,000

負 債 合 計 6,856,469

（純資産の部）

株 主 資 本 3,623,525

資 本 金 534,556

資 本 剰 余 金 575,261

資 本 準 備 金 514,556

その他資本剰余金 60,705

自己株式処分差益 60,705

利 益 剰 余 金 2,513,708

その他利益剰余金 2,513,708

繰越利益剰余金 2,513,708

純 資 産 合 計 3,623,525

資 産 合 計 10,479,995 負 債 純 資 産 合 計 10,479,995
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損　益　計　算　書

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,390,299

売 上 原 価 3,850,454

売 上 総 利 益 6,539,845

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,981,226

営 業 利 益 558,618

営 業 外 収 益 46,420

受 取 利 息 16

受 取 賃 貸 料 34,745

そ の 他 11,659

営 業 外 費 用 22,988

支 払 利 息 22,471

そ の 他 516

経 常 利 益 582,050

特 別 損 失 21,539

固 定 資 産 除 却 損 21,539

税 引 前 当 期 純 利 益 560,511

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 239,053

法 人 税 等 調 整 額 △47,864 191,188

当 期 純 利 益 369,322
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株主資本等変動計算書

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計
資本準備金

その他資本

剰余金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金
利益剰余金

合計
自己株式

処分差益

繰越利益

剰余金

当期首残高 534,556 514,556 60,705 575,261 2,212,897 2,212,897 3,322,714 3,322,714

当期変動額

剰余金の配当 △68,511 △68,511 △68,511 △68,511

当期純利益 369,322 369,322 369,322 369,322

当期変動額合計 － － － － 300,811 300,811 300,811 300,811

当期末残高 534,556 514,556 60,705 575,261 2,513,708 2,513,708 3,623,525 3,623,525
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式

　移動平均法に基づく原価法

②　たな卸資産

　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しておりま

す。

　耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。但し、事業用定期借地権が設定されている借地上の建物については、当該

契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

いております。また、のれんについては５年間で均等償却しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 20 －



(4) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用

しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金利息

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を利用しております。

④　ヘッジ有効性の評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省

略しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16

日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分

に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　 4,466,543千円

(2) 担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産は、次のとおりであります。

現金及び預金 10,107千円

建物 697,039

土地 342,748

計 1,049,894

②　担保付債務は、次のとおりであります。

1年内返済予定の長期借入金 555,888千円

長期借入金 2,036,535

計 2,592,423

－ 21 －



(3) 財務制限条項

　当社が締結した金銭消費貸借契約には財務制限条項が付されており、決算期末時点

の「有利子負債倍率：有利子負債/｛税引後利益＋減価償却費－（設備投資金額－新規

出店に関わる投資額（出店に準ずるリニューアル投資を含む））｝」が15倍を超えた

場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

　なお、この契約に基づく借入残高は以下のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 75,000千円

長期借入金 400,000

計 475,000

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 5,709,300 － － 5,709,300

(2) 自己株式の種類及び総数に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2018年10月30日
定時株主総会

普通株式 68,511 12 2018年７月31日 2018年10月31日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になる

　もの

　2019年10月30日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しております。

配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

68,511 12 2019年７月31日 2019年10月31日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　主に店舗事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借

入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、

短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。差入保証金

は、主に出店や社宅に関わる賃貸借契約等に基づくものであり、貸主の信用リスク

に晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。借

入金、社債は主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日等は

決算日後、最長で14年11ヶ月後であります。このうち一部は、金利の変動リスクに

晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジし

ております。

　デリバティブ取引は借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的

とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「１.重要な

会計方針に係る事項に関する注記 (４）ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、社内規程に従い、管理部が顧客ごとに期日及び残高を管

理することで、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利

用しております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引

限度額を定めた管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っており

ます。月次の取引については、取締役会で報告しております。
 

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

　各部署からの報告に基づき、管理部が適時に資金繰計画表を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因

を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動

することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含

まれておりません（（注）２．参照）。

貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

① 現金及び預金 796,607 796,607 －

② 売掛金 28,640 28,640 －

③ 差入保証金 408,087 405,286 △2,800

資産計 1,233,335 1,230,534 △2,800

① 買掛金 345,563 345,563 －

②
1年内返済予定の長期
借入金

1,124,526 1,124,526 －

③ 長期借入金 3,862,197 3,887,944 25,747

負債計 5,332,286 5,358,034 25,747

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

資　産

①現金及び預金、②売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

③差入保証金

　時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に

対応する国債の利回り等、適正な利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

負　債

①買掛金、②１年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

③長期借入金

　時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記

載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
当事業年度

（2019年７月31日）

出資金 30

差入保証金 111,633

　出資金については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、上表には含めておりません。

　差入保証金の一部については、市場価格がなく、実質的な預託期間を算定する

ことが困難であり、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め「③差入保証金」には含めておりません。

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 10,006千円

未払賞与 9,899

減価償却超過額 294,040

減損損失 117,563

退職給付引当金 23,408

資産除去債務 110,061

その他 27,711

繰延税金資産合計 592,690

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 71,777

繰延税金負債合計 71,777

繰延税金資産の純額 520,912

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 634円67銭

(2) １株当たり当期純利益 64円69銭
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年９月12日

株式会社ブラス

取締役会　御中

　　　　有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 楠 元 　 宏 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 内 田 宏 季 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ブラスの2018
年８月１日から2019年７月31日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年８月１日から2019年７月31日までの第16期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の

方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使

用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表及びその附属明細書）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

2019年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ブラス　監査役会

常勤監査役（社外監査役）能野　基道　㊞

社外監査役　　　　　　　岩村　豊正　㊞

社外監査役　　　　　　　大井　直樹　㊞

以　上
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株主総会参考書類

　第１号議案　　剰余金処分の件

　　　　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営目標の一つとして認識し

ており、財政状態・経営成績・事業計画等を勘案した上で、株主の皆様へ

の利益還元を実施していくことを基本方針としております。今後の事業展

開等を勘案して、第16期期末配当を以下のとおりといたしたいと存じます。

　　　期末配当に関する事項

　　　　①配当財産の種類

　　　　　金銭といたします。

　　　　②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　　　当社普通株式1株につき金12円といたしたいと存じます。

　　　　　なお、この場合の配当総額は68,511,600円となります。

　　　　③剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　　2019年10月31日といたしたいと存じます。
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　第２号議案　　取締役６名選任の件

　　　　取締役全員（６名）は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役６名の選任をお願いするものであります。

　　　　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

かわ

河
い

合
たつ

達
あき

明

(1966年１月21日)

1989年10月　株式会社ドゥ・クレッセンド入社

1993年４月　株式会社真誠入社

1998年４月　有限会社ブラス

（現：株式会社ブラス）設立

代表取締役社長就任（現任）

2,770,000株

２

かわ

河
い

合
とも

智
ゆき

行

(1970年６月１日)

1993年１月　株式会社セガエンタープライゼス

（現:株式会社セガゲームス）入社

2005年６月　当社入社

2008年３月　当社管理本部長

2014年７月　当社取締役管理本部長

2014年10月　当社取締役ウエディング事業本部長

2015年８月　当社取締役管理本部長

2017年10月　当社専務取締役管理本部長（現任）

302,000株

３

わし

鷲
の

野
 

　
まこと

真

(1972年９月１日)

1991年４月　株式会社東山会館入社

1997年９月　株式会社インペリアルウイング八事迎賓

館入社

2004年９月　当社入社

2005年１月　当社岡崎ブルーブラン支配人

2011年６月　当社総支配人補佐

2015年１月　当社総支配人（現任）

2015年10月　当社取締役ウエディング事業本部長（現

任）

3,200株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

４

さか

酒
い

井
こう

康
せい

成

(1982年11月13日)

2014年４月　当社入社

2014年10月　当社取締役管理本部長

2014年11月　公認会計士登録

2015年８月　当社取締役（非常勤）（現任）

2015年８月　酒井智義税理士事務所入所（現任）

－株

５

やま

山
だ

田
もと

元
ひこ

彦

(1954年７月16日)

1973年９月　株式会社山彦入社

1985年11月　株式会社コンパル入社

1998年11月　有限会社ウエディングマルシェ設立

代表取締役（現任）

2004年３月　当社監査役（非常勤）

2004年９月　当社社外取締役（非常勤）（現任）

－株

６
やま

山
だ

田
よし

美
のり

典
(1961年９月９日)

1988年10月　監査法人伊東会計事務所入所

2006年９月　あらた監査法人（現：ＰｗＣあらた有限

責任監査法人）代表社員

2012年７月　公認会計士山田美典事務所所長（現任）

2012年12月　税理士山田美典事務所所長（現任）

2013年７月　日本公認会計士協会主任研究員

2015年６月　株式会社東海理化社外監査役（現任）

2015年６月　共和レザー株式会社監査役

2015年10月　当社社外取締役（非常勤）（現任）

2016年６月　トリニティ工業株式会社社外監査役

(現任)

－株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．山田元彦氏及び山田美典氏は社外取締役候補者であり、株式会社東京

証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、両取引所に届け出ております。
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３．山田元彦氏は有限会社ウエディングマルシェの創業者であり、代表取

締役に就任しております。同氏はブライダル業界における経営者とし

ての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の経営やコ

ーポレート・ガバナンスの強化に寄与するものと判断し、社外取締役

として選任をお願いするものであります。当社は同社との間で営業取

引を行っておりましたが、現在は取引を行っておりません。なお、同

氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって15年１

ヵ月となります。

４．山田美典氏は公認会計士の資格を有しており、会計税務に関する専門

的な知識と長年の企業監査において培った豊富な業務経験を有してい

ることから、当社の経営やコーポレート・ガバナンスの強化に寄与す

るものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ

て４年となります。

５．当社は取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行定款第30

条において、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間

で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる

旨を定め、その限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

これにより、酒井康成氏、山田元彦氏及び山田美典氏は当社との間で

責任限定契約を締結しており、各氏の再任が承認された場合、上記責

任限定契約を継続する予定です。
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　第３号議案　　監査役３名選任の件

　　　　監査役全員（３名）は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

監査役３名の選任をお願いするものであります。

　　　　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　　　　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

いわ

岩
むら

村
ほう

豊
せい

正

( 1 9 6 8 年 9月 2日 )

1993年10月　監査法人伊東会計事務所入所

2000年７月　岩村公認会計士事務所設立　代表

（現任）

2004年11月　キャブ株式会社社外監査役（現任）

2006年８月　監査法人アンビシャス設立　代表社員

2008年３月　株式会社ブロンコビリー社外監査役

（現任）

2008年10月　当社社外監査役（非常勤）（現任）

2008年10月　株式会社キャブホールディングス社外監

査役（現任）

2016年12月　ジャパンベストレスキューシステム株式

会社社外取締役（現任）

2017年２月　株式会社Ｊサプライ社外監査役（現任）

2017年２月　株式会社ＵＲＳ社外監査役（現任）

2019年７月　監査法人コスモス代表社員（現任）

4,000株

２

おお

大
い

井
なお

直
き

樹

(19 8 0年3月18日)

2004年11月　旧司法試験合格

2006年10月　渥美総合法律事務所・外国法共同事業（

現：渥美坂井法律事務所・外国法共同事

業）入所

2008年９月　間宮総合法律事務所開設

2013年11月　名古屋総合法律事務所入所

2015年４月　当社社外監査役（非常勤）（現任）

2015年５月　若山・大井総合法律事務所開設　共同代

表（現任）

2017年４月　愛知大学法科大学院兼任教員企業法務担

当（現任）

－株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

※
ひがし

東
 

　
けん

健
さく

作

(1953年12月１6日)

1978年４月　株式会社日本長期信用銀行（現：株式会

社新生銀行）入行

1984年６月　経営学修士取得

1998年６月　スイス銀行株式会社（現：ＵＢＳ銀行株

式会社）転籍

1998年６月　ＳＢＣウォーバーグ証券株式会社（現：

ＵＢＳ証券株式会社）入社　投資銀行本

部エグゼクティブ・ディレクター

2002年２月　同マネージング・ディレクター

2003年６月　ドイツ証券株式会社入社　投資銀行本部

マネージング・ディレクター

2009年３月　法務博士（専門職）取得

2010年１月　独立行政法人勤労者退職金共済機構入構

筆頭理事

2015年10月　同監事（非常勤）

2016年３月　株式会社エルフラット常勤社外監査役

－株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．岩村豊正氏、大井直樹氏及び東健作氏は社外監査役候補者であり、株

式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

４．岩村豊正氏は、公認会計士の資格及び会計税務に関する専門的な知識

を有しており、企業会計の実務に長年にわたり携わっていることから、

高い監査機能を期待できると判断し、社外監査役として選任をお願い

するものであります。なお、同氏の監査役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって11年となります。

５．大井直樹氏は、弁護士の資格及び法律に関する豊富な業務経験と高度

な専門性を有していることから、高い監査機能を期待できると判断し、

社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の監

査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年６ヵ月となり

ます。
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６．東健作氏は、経営学修士及び法務博士（専門職）を取得しており、銀

行・証券会社での海外勤務や共済機構で監査業務を担うなど、経営に

関する豊富な業務経験と見識を有していることから、高い監査機能を

期待できると判断し、社外監査役として選任をお願いするものであり

ます。

７．当社は監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行定款第40

条において、監査役との間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を

限定する契約を締結できる旨を定め、その限度額は法令が規定する最

低責任限度額であります。これにより、岩村豊正氏及び大井直樹氏の

再任が承認された場合は、両氏との間で当該契約を継続する予定であ

ります。また、東健作氏の選任が承認された場合には、同様の責任限

定契約を締結する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

ブルーレマン名古屋

〒450-0002　名古屋市中村区名駅二丁目37番７号

※駐車場のご用意はございませんので、

お車でのご来場はご遠慮くださいますよう

お願い申しあげます。


